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要約

　令和2年4月7日、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言が公示された。当初は、東京、大阪等7都府県が対象地域とされ、都道府県知事は住民への外出自粛要請、特定施設・特定業種への営業時間短縮や営業自粛要請・指示が可能となった。大阪府では5月21日まで継続した。同年7月、大阪産業経済リサーチ＆デザインセンターは層化無作為抽出により府内企業1万社のICT（Information and Communication Technology）導入の有無を調査した。回答企業は3,057社である。主要ICT指標に対してロジスティック回帰分析を実施した結果、感染症効果が永続的ではないことが判明した。
目次　　　　

１．大阪府セミマクロ・データが示す問題点
２．疑似個票データのロジスティック回帰分析
３．結論と今後の検討課題
１．大阪府セミマクロ・データが示す問題点
令和2年（2020年）4月7日、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）に基づく緊急事態宣言が公示された。具体的には東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡の7都府県が対象地域とされ、都府県知事は住民への外出自粛要請、特定施設および特定業種への営業時間短縮や営業自粛要請・指示が可能となった。当初予定期間は１か月であったが、大阪府に関しては5月21日付けで解除されるまで45日間緊急事態が継続した。この結果、大阪府の経済活動は大きな打撃を受けた。一例を挙げれば、2015年を100とする景気動向指数（一致CI: Composite Index）は、大阪府では2020年3月に83.9、2020年7月に68.5と15.4も大幅に下落した。ちなみに全国では、88.8から78.3へと10.5の下落にとどまっているのみである。
資本、労働および土地の三つの生産要素のうちで今回のような緊急事態において最も大きな打撃を受けるのは労働である。その理由は労働者の移動の自由が制限され、同時に対面労働が大きく制約されるからである。もちろんマスクおよびフェイス・シールドを着用した対面労働は可能であるが、居住地から工場もしくは事務所までの移動は新型コロナウイルスの強い感染力を考慮すれば大幅に制限されるであろう。
そこでこのような生産要素の観点からの労働制約を突破する手段として情報通信技術を利活用した非接触型労働による生産方法が採用される。
もともと非接触型労働は、少子高齢化時代にあって女性労働力および高齢者労働力を活用し、マクロ経済学的な全要素生産性を上昇させる手段としての役割を期待された労働形態である。それは労働者の移動時間と移動費用を節約し、勤務時間を固定しない伸縮型労働投入を可能にする。例えば、経済政策の観点からこの点を強調した政府機関の報告書としては、厚生労働省（2015）、総務省（2017）等があげられる。
しかしながら、今回の緊急事態にあたっては全労働者を新型コロナウイルス感染から防御する手段として注目されるに至った。
例えば、大久保（2020）は就業者の観点から非接触型労働の経済的属性に着目した大規模な調査研究を2020年9月に公表している。
これに先行する2020年8月31日、大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター（以下ORCIEと略）（2020）は「ICT（Information and Communication Technology：情報通信技術）導入状況」において、府内企業約28万社について層化無作為抽出を行い、そのうち1万社に対して8種類のICT導入の有無を郵送調査とインターネット調査を併用して2020年7月に実施した結果を公表している。回答した企業は3,057社である。（第V 章、pp.42-49参照)
この調査の特徴の一つは3時点を横断してICT導入の有無を調査対象企業に質問した点である。すなわち「コロナ禍以前」（時点1）、「今回」（時点2）、「今後」（時点3）の3時点である。ここで、便宜的に「ICT導入が全くゼロであった時点」を設定してこれを時点0と想定してみよう。回答を集計した結果の差分を計算すれば極めて興味深い現象が見られる。
第一に、「コロナ禍以前」（時点1）から「今回」（時点2）の2時点間で全企業約3,000社におけるICT導入率の増加分が時点0から時点1への増加分よりも大きい指標は、8種類のICT導入指標のうち、「オンラインでの社内会議・研修」（OL in）、「在宅勤務（テレワーク）」（TW）、「オンラインでの商談等の営業活動」（OL out）、および「webでの採用面接」（Web Rec）の4種類のみである。これをICT導入増加率逓増指標と呼ぶ。図表１にその詳細が示されている。
図表1 ICT導入増加率逓増指標の推移
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資料：大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター「新型コロナウイルス感染症に関する府内企業の実態調査＜速報＞」より作成
これに反して、「コロナ禍以前」（時点1）から「今回」（時点2）の2時点間でICT導入比率の増加分が時点0から時点1への増加分よりも小さい指標は、「従業員へのPCやwifi等の機器支援」（PCwifi）、「ECサイト等のオンラインでの販売」（OL sale）、「機器等の遠隔操作によるサービス」(RemS)、および「生産等の遠隔操作・自動化」(Rempro)の4種類である。これをICT導入増加率逓減指標と呼ぶ。図表2にその詳細が示されている。
図表2 ICT導入増加率逓減指標の推移

	　
	Period0-1
	Period1-2
	Period2-3

	New PCwifi
	33.8%
	15.4%
	-4.9%

	New OLsale
	15.4%
	3.4%
	4.6%

	New RemS
	6.0%
	3.0%
	5.2%

	New Rempro
	4.9%
	2.4%
	4.9%


資料：大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター「新型コロナウイルス感染症に関する府内企業の実態調査＜速報＞」より作成
ICT導入増加率逓減指標4種が今回の緊急事態にも関わらず増加しなかった理由は二つ考えられる。第一の理由は他の4指標よりも導入費用が大きいという経済的理由である
。第二の理由は企業特有の組織文化がICT導入を阻んでいるという組織的要因である
。
さて、図表１の4行3列の数値群の最初の2列に示されているように、ICT導入増加率逓増指標4種の動向が今回の緊急事態に対応して、第1時点から第2時点へと導入増加率差分を高めたことは今回の緊急事態で生じた労働移動制約を突破する合理的行動である。問題は数値群の第3列、すなわち第2時点から第3時点への企業の将来行動予想である。4種のICT指標いずれも第2列と比べて大きく数値を下げている。最も不可解なICT指標は「在宅勤務（テレワーク）」（TW）である。数値はマイナス、すなわち調査対象企業に占める「在宅勤務（テレワーク）」（TW）実施予定企業の比率が減少しているのである。
このセミマクロ・データの一見奇妙な動向に対しては、以下の二つの排他的な企業行動仮説が考えられる。第一は、「企業は現在の緊急事態を一時的な現象と把握し、将来に元の社会経済状況に復帰すると想定している」という復帰仮説である。一方、第二は、「企業は現在の状況を永続的な現象と把握し、将来に元の状況に復帰することはないと想定している」という永続仮説である。

もし第二の仮説が正しければ、合理的企業は経営現場での情報通信技術の高度化を持続的に促進するであろう。これに反して、第一の仮説が正しければ、合理的企業は経営現場での情報通信技術の高度化を将来に停止するであろう。図表１の観察結果は企業が合理的行動を採ると想定する限り第一の復帰仮説が棄却できないと考えざるを得ないのである。
もちろん本稿執筆時の2020年12月現在、日本を席巻している新型コロナウイルス感染症と経済活動を両立させる「新しい生活」に従えば、「大阪府の企業は誤った予想に基づいて行動している」と結論することは簡単である
。
しかし伝統的な動学的マクロ経済モデルでは「企業経営者は長期的には合理的に期待を形成する」と想定している。大阪府の企業の将来予想は長期的に正しいかもしれない。
本稿の目的は、ORCIE(2020)におけるセミマクロ・データを企業規模別の疑似個票データに分割して統計学的に分析することによって、上記の問題に何らかの回答を得ようとするものである。
２．疑似個票データのロジスティック回帰分析
ORCIE(2020)のセミマクロ・データでは、調査回答企業が中小企業基本法に基づき従業者数および資本金額により大企業と中小企業に区分されている。さらに中小業のうち小規模事業者が、中小企業基本法の小規模企業者の定義に基づき抜き出されている。（ORCIE(2020)、p.7 脚注2を参照）
本稿では、統計処理第一段階として、小規模事業者群を企業部門1、中小企業から小規模企業者を削除した企業群を企業部門2、大企業を企業部門3と定義した。次に、回答企業の企業規模区分に依拠して、企業総数999の仮想的な疑似個票データを作成した。
具体的には、ORCIE（2008）における大企業の回答比率が7.2％であるので、仮想的な疑似個票データの１番目から72番目までの企業72社に企業部門3を割り当て、同じく、中小企業の回答比率が74.9%であるので、疑似個票データの73番目から821番目までの749社に企業企業部門2を割り当て、さらに、小規模事業者比率が17.8%であるので、疑似個票データの822番目から999番目までの178社に企業部門1を割り当てた。この999社の仮想的データの企業属性にscale1、scale2、scale3のラベリングを行い、数値が1から2へ、また2から3へと上昇すれば企業規模が上昇することが直観的に把握できる工夫を施した。
さらに、統計処理第二段階として、4種類のICT導入増加率逓増指標にラベリングを行った。すなわち、「オンラインでの社内会議・研修」（OL in）にolinとラベリングし、 「在宅勤務（テレワーク）」（TW）にtwとラベリングし、「オンラインでの商談等の営業活動」（OL out）に、oloutとラベリングし、「webでの採用面接」（Web Rec）にwebrecとラベリングした。このデータが数値1であれば当該情報通信技術の導入、数値が0であれば当該情報通信技術が非導入を示すことになる。
これに加えて、統計処理第三段階として、前節で仮説的に設定した「ICT導入が全くゼロであった時点」（時点0）、「コロナ禍以前」（時点1）、「今回のコロナ禍」（時点2）、「今後」（時点3）の4時点を4種類のICT導入増加率逓増指標のラベルの末尾に追加する。すなわち、olin0、olin1、olin2、olin3とtw0、tw1、tw2、tw3、とolout0、olout1、olout2、olout3、およびwebrec0、webrec1、webrec2、webrec3の16ラベルである。
最後に、統計処理第四段階として、完成した999行17列の仮想的な大阪府内企業の疑似個票データの各要素に対して、回答企業のICT導入状況と今後の導入意向についての属性別・時期別回答分布に依拠して、0もしくは1の数値をランダムに割り振る。
完成した仮想的な疑似個票データは回答企業のICT導入状況の二項確率分布をほぼ正確に反映している。実際、scaleの分布については回答企業原データと疑似個票データとは平均値と標準偏差が完全に一致している。8種類のICT導入状況については、当該ICT導入状況について部分的に未回答の企業の数が多ければ乖離が大きく、未回答の企業の数が少なければ乖離は小さい。本稿ではこの乖離が以下のロジスティック回帰分析の結果を大きく変更するものではないと判断した
。
8種のICT導入指標のなかで、ある種のICT導入を実施したと回答した企業の回答を1とし、実施したと回答しなかった企業の回答を0として、この2つの回答を被説明変数とし、企業規模を説明変数としたロジスティック回帰分析の結果を以下のLogistic Regression (1)からLogistic Regression (13)に示す。ロジスティック回帰分析にはStata version 13を用いた。
最初に、筒井、他（2011）に基づいて、各ロジスティック回帰式の下に記述されている9種の英文記号を説明する。最初の記号は0と1の二項分布の被説明変数である。すなわち調査対象企業が当該期間に当該ICT指標を導入していると回答した場合に1を付与し、導入していないと回答した企業に0を付与する。末尾の数字は期間を意味する。その直後の記号は説明変数としての企業規模scaleである。Number of obsは観測企業数、LRは尤度比、chi2はカイ二乗、(n)は自由度n、LR chi2(n) は尤度比検定統計量である。Prob > chi2は尤度比検定における帰無仮説が棄却されるかどうかを示す確率である。Log likelihoodは対数尤度、_consは回帰式の定数項である。Pseudo R2はMacFaddenの疑似決定係数である。zは Wald統計量の平方根である。P>|z|はWald検定の帰無仮説が棄却されるかどうかを示す確率である。したがってこの回帰式では係数の有意性を示す尺度は二つあると考えられる
。
尤度比検定の結果とWald検定の結果が整合的でないとロジスティック回帰式を採用すべきかどうか苦慮することになるが、本稿では幸いなことにほとんどのロジスティック回帰式の係数はいずれの場合も有意となった。
Oddsは被説明変数が1になる確率とゼロになる確率の比である。OddsRatioは2つの変数のOddsの比を意味する。OddsRatioが1であれば説明変数である企業規模scaleが増大しても、被説明変数である当該ICTを導入するかあるいは導入しないかの確率の比は相対的に変化しないと解釈できる
。
Logistic Regression (1)

olin1, scale

Number of obs =999

LR chi2(1) =50.57

Prob > chi2 =0.0000

Log likelihood =-439.7942

Pseudo R2 = 0.0544
olin1|OddsRatio  Std.Err.    z    P>|z|
scale|3.667458   0.7098566  6.71  0.000  
_cons|0.0162039  0.0066099 -10.11  0.000 
回帰式（1）は「コロナ禍以前」（時点1）において「オンラインでの社内会議・研修」olin1を導入するか否かの出現確率を被説明変数とし、企業規模scaleを説明変数としている。尤度関数とWald統計量の平方根のいずれの方法をとっても、係数がゼロであるという帰無仮説は棄却される。すなわち、「オンラインでの社内会議・研修」olin1の導入確率と非導入確率の比は約3.66であり、企業規模が1段階上昇すれば相対的変化で見ると導入確率が約266パーセント増加することが分る
。
MacFaddenの疑似決定係数は約5.4パーセントと一見小さいが、これは一般的に小さくなる傾向があるので許容範囲であろう
。
Logistic Regression (2)

olin2, scale

Number of obs =999

LR chi2(1) =90.69

Prob > chi2 =0.0000

Log likelihood =-469.69479

Pseudo R2 = 0.0880
Olin2|OddsRatio  Std.Err.    z    P>|z|
scale|5.562404   1.122496  8.50  0.000  

_cons|0.008744  0.0037082 -11.18  0.000 
さて、回帰式（2）は「今回のコロナ禍」（時点2）において「オンラインでの社内会議・研修」olin2を導入するか否かの出現確率を被説明変数とし、企業規模scaleを説明変数としている。ここでも尤度関数とWald統計量の平方根のいずれの方法をとっても係数がゼロであるという帰無仮説は棄却され、企業規模が1段階上昇するにつれて「オンラインでの社内会議・研修」olin2の導入確率と非導入確率の比は約5.56であり、企業規模が1段階上昇すれば相対的変化で見ると導入確率が約456パーセント増加することが分る
MacFaddenの疑似決定係数は約8.8パーセントだが前回同様に許容範囲であろう。
第1の注目すべき分析結果は、オッズ比が約3.66から約5.56に急上昇していることである。今回のコロナ禍にあたっては、企業規模が大きい企業ほど当該ICT技術の導入を急いだことが分る。逆に言えば、企業規模の小さい企業ほど当該ICT技術の導入に出遅れたのである。
Logistic Regression (3)

olin3, scale

Number of obs =999

LR chi2(1) =43.87
Prob > chi2 =0.0000

Log likelihood =-661.36746
Pseudo R2 = 0.0321
Olin3|OddsRatio  Std.Err.    z    P>|z|
scale|2.486017   0.3592294  6.30  0.000  

_cons|0.1338639  0.0382558  -7.04  0.000 
さらに、回帰式（3）は「今後」（時点3）において「オンラインでの社内会議・研修」olin3を導入するか否かの将来予想の確率を被説明変数とし、企業規模scaleを説明変数としている。前回、前々回と同様に尤度関数とWald統計量の平方根のいずれの方法をとっても係数がゼロであるという帰無仮説は棄却され、「オンラインでの社内会議・研修」olin3の導入確率と非導入確率の比は約2.48であり、企業規模が1段階上昇すれば相対的変化で見ると導入確率が約148パーセント増加することが分る。
MacFaddenの疑似決定係数は約3.2パーセントと許容範囲であろう。
第2の注目すべき分析結果は、オッズ比が約5.56から約2.48に急落していることである。もし他の事情が変わらなければ、将来は企業規模がICT技術導入に与える正の効果が縮小するであろう。
いっぽう、「コロナ禍以前」（時点1）において「在宅勤務（テレワーク）」tw1を導入するかどうかの確率を企業規模scaleで説明することを試みた結果、尤度関数とWald統計量の平方根のいずれの方法をとっても係数がゼロであるという帰無仮説は棄却されなかった。MacFaddenの疑似決定係数もほとんどゼロであり、この試算は有効ではなかった。
Logistic Regression (4)

tw2, scale

Number of obs =999

LR chi2(1) =77.61
Prob > chi2 =0.000
Log likelihood =-634.49374
Pseudo R2 = 0.0576
tw2|OddsRatio  Std.Err.    z    P>|z|
scale|3.603533   0.5775026  8.00  0.000  

_cons|0.0571846  0.0182839 -8.95  0.000 
これに反して、「今回のコロナ禍」（時点2）において「在宅勤務（テレワーク）」tw2を導入するかどうかの確率を企業規模scaleで説明することを試みた回帰式（4）の結果は良好である。まず、尤度関数とWald統計量の平方根のいずれの方法をとっても係数がゼロであるという帰無仮説は棄却され、「在宅勤務（テレワーク）」tw2の導入確率と非導入確率の比は約3.60であり、企業規模が1段階上昇すれば相対的変化で見ると導入確率が約260パーセント増加することが分るMacFaddenの疑似決定係数は約5.7パーセントと許容範囲である
。
Logistic Regression (5)

tw3, scale

Number of obs =999

LR chi2(1) =18.49
Prob > chi2 =0.000

Log likelihood =-623.82632
Pseudo R2 = 0.0146
tw3|OddsRatio  Std.Err.    z    P>|z|
scale|1.836884   0.265847  4.20  0.000  

_cons|0.1529214  0.0442257  -6.49  0.00
さらに「今後」（時点3）において「在宅勤務（テレワーク）」tw3を導入するかどうかの予想に関する確率を企業規模scaleで説明することを試みた回帰式（5）の結果も良好である。なぜならば、尤度関数とWald統計量の平方根のいずれの方法をとっても係数がゼロであるという帰無仮説は棄却されるからである。「在宅勤務（テレワーク）」tw3の導入確率と非導入確率の比は約1.83であり、企業規模が1段階上昇すれば相対的変化で見ると導入確率が約83パーセント増加することが分る。MacFaddenの疑似決定係数は約1.4パーセントと許容範囲であろう。
第3の注目すべき分析結果は、オッズ比が約3.60から約1.83に急落していることである。もし他の事情が変わらなければ、将来企業規模がICT技術導入に与える正の効果はここでも縮小するであろう。
これに加えて、「コロナ禍以前」（時点1）において「オンラインでの商談等の営業活動」olout1を導入するかどうかの出現確率を企業規模scaleで説明することを試みた結果、尤度関数による方法をとってみれば係数がゼロであるという帰無仮説は棄却された。しかしながら、Wald統計量の平方根による方法をとると係数がゼロであるという帰無仮説は棄却されず、係数は5パーセント水準で有意ではない。MacFaddenの疑似決定係数も非常に低く、この試算は有効ではなかった。
Logistic Regression (6)

Olout2, scale

Number of obs =999

LR chi2(1) =41.32
Prob > chi2 =0.0000

Log likelihood =-571.02042
Pseudo R2 = 0.0349
Olout2|OddsRatio  Std.Err.    z    P>|z|
scale |2.674567   0.4314107  6.10  0.000  

_cons|0.572828  0.0188153   -8.71  0.000 
これに反して、「今回のコロナ禍」（時点2）において「オンラインでの商談等の営業活動」olout2を導入するかどうかの確率を企業規模scaleで説明することを試みた回帰式（6）の結果は良好である。尤度関数とWald統計量の平方根のいずれの方法をとっても係数がゼロであるという帰無仮説は棄却される。「オンラインでの商談等の営業活動」olout2の導入確率と非導入確率の比は約2.67であり、企業規模が1段階上昇すれば相対的変化で見ると導入確率が約167パーセント増加することが分る。MacFaddenの疑似決定係数は約3.4パーセントと許容範囲であろう。
Logistic Regression (7)

olout3, scale

Number of obs =999

LR chi2(1) =9.12
Prob > chi2 =0.0025
Log likelihood =-635.39613
Pseudo R2 = 0.0071
olout3|OddsRatio  Std.Err.    z    P>|z|
scale |1.519964   0.2132267  2.98  0.003  

_cons|0.2308601  0.0642717 -5.71  0.000 

さらに「今後」（時点3）において「オンラインでの商談等の営業活動」olout3を導入するかどうかの予想の確率を企業規模scaleで説明することを試みた結果が回帰式（7）である。結果は良好である。尤度関数とWald統計量の平方根のいずれの方法をとっても係数がゼロであるという帰無仮説は棄却される。「オンラインでの商談等の営業活動」olout3の導入確率と非導入確率の比は約1.51であり、企業規模が1段階上昇すれば相対的変化で見ると導入確率が約51パーセント増加することが分る。MacFaddenの疑似決定係数は約2.4パーセントと許容範囲であろう。
第4の注目すべき分析結果は、オッズ比が約2.67から約1.51に下落していることである。もし他の事情が変わらなければ、将来企業規模がICT技術導入に与える正の効果はここでも縮小するであろう。
Logistic Regression (8)

webrec1, scale

Number of obs =999

LR chi2(1) =5.61
Prob > chi2 =0.0178
Log likelihood =-114.07429
Pseudo R2 = 0.0240
webrec1|OddsRatio Std.Err.    z    P>|z|
scale  |2.709227   1.134136  2.38  0.017  

_cons  |0.0034832  0.0316  -6.24   0.000 
次に、「コロナ禍以前」（時点1）において「webでの採用面接」webrec1を導入するかどうかの確率を企業規模scaleで説明することを試みた結果が回帰式（8）である。結果は良好である。尤度関数とWald統計量の平方根のいずれの方法をとっても係数がゼロであるという帰無仮説は棄却される。係数は5パーセント水準で有意である。「webでの採用面接」webrec1の導入確率と非導入確率の比は約2.70であり、企業規模が1段階上昇すれば相対的変化で見ると導入確率が約170パーセント増加することが分る。MacFaddenの疑似決定係数は約2.4パーセントと許容範囲である。
Logistic Regression (9)

webrec2, scale

Number of obs =999

LR chi2(1) =107.10
Prob > chi2 =0.0000
Log likelihood =-400.5608
Pseudo R2 = 0.1179
webrec2|OddsRatio  Std.Err.   z   P>|z|
scale  |7.802874   1.741474  9.21  0.000  

_cons |0.0031767  0.0015203 -12.02  0.000 
これに加えて、「今回のコロナ禍」（時点2）において「webでの採用面接」webrec2を導入するかどうかの確率を企業規模scaleで説明することを試みた結果が回帰式（9）である。結果は良好である。尤度関数とWald統計量の平方根のいずれの方法をとっても係数がゼロであるという帰無仮説は棄却される。「webでの採用面接」webrec2の導入確率と非導入確率の比は約7.80であり、企業規模が1段階上昇すれば相対的変化で見ると導入確率が約680パーセント増加することが分る。MacFaddenの疑似決定係数は約1.1パーセントと許容範囲であろう。
第5の注目すべき分析結果は、オッズ比が約2.70から約7.80に急上昇していることである。今回のコロナ禍にあたっては、企業規模が大きい企業ほど当該ICT技術webrecの導入を急いだことが分る。
Logistic Regression (10)

webrec3, scale

Number of obs =999

LR chi2(1) =25.18
Prob > chi2 =0.0000

Log likelihood =-495.78575
Pseudo R2 = 0.0248
webrec3|OddsRatio  Std.Err.   z   P>|z|
scale  |2.307952   0.3971509  4.86  0.000  

_cons |0.0508414  0.0179717  -8.43  0.000 
最後に、「今後」（時点3）において「webでの採用面接」webrec3を導入するかどうかの確率を企業規模scaleで説明することを試みた結果が回帰式（10）である。結果は良好である。尤度関数とWald統計量の平方根のいずれの方法をとっても係数がゼロであるという帰無仮説は棄却される。「webでの採用面接」webrec3の導入確率と非導入確率の比は約2.30であり、企業規模が1段階上昇すれば相対的変化で見ると導入確率が約130パーセント増加することが分る。MacFaddenの疑似決定係数は約2.4パーセントと許容範囲であろう。
第6の注目すべき分析結果は、オッズ比が約7.80から約2.30に急激に下落していることである。もし他の事情が変わらなければ、今後は企業規模がICT技術webrec導入に与える正の効果は劇的に縮小するであろう。
補論として、上記10件のロジスティック回帰分析に対して企業行動における履歴効果を組み込むことを試みる。すなわち階層的回帰分析（hierarchical regression）を試みる。具体的にはある期の導入行動に前期の導入行動が統計的影響を与えているかを検討する。全てのロジスティック回帰には、前提条件として企業規模が第1説明変数に採用されているので、時系列解析でしばしば用いられる自己回帰モデルではない
。
4種のICT指標のオッズ比が過去の導入決定（履歴効果）と関係があるかどうかを統計学的に検討したが、テレワークtwについては有意な結果が得られなかった。ある程度妥当な結果が得られたのはolinとoloutおよびwebrecの３指標であった。

Logistic Regression (11)
olin3, scale olin2
Number of obs=999

LR chi2(2)=227.04

Prob > chi2 =0.0000

Log likelihood = -569.78383

Pseudo R2 =0.1661

olin3 | Odds Ratio Std. Err.   z    P>|z|

scale | 1.631004  0.2746232  2.91  0.004

olin2| 12.47967  2.744825   11.48  0.000 

_cons|0.1880644 0.0604558  -5.20   0.000 
このロジスティック回帰式（11）では、同様にolin3のオッズ比を検討したロジスティック回帰式(3)に比べてMacFaddenの疑似的決定係数が0.03から0.16に上昇している。連続変数で正規分布を前提とした回帰式の場合の決定係数とは異なる概念ではあるが、ともかくも説明力が上がったと解釈できるであろう。olin2の履歴効果は、olin3の導入確率と非導入確率の比は約12.47であり、前期での導入経験があれば相対的変化で見ると導入確率が約1247パーセント増加することが分る。なおolin1の履歴効果は発見できなかった。
Logistic Regression (12)
olout3, scale olout2
Number of obs=999

LR chi2(2)=703.05
Prob > chi2 =0.0000

Log likelihood = -288.02929
Pseudo R2 =0.5499
olout3 | Odds Ratio Std. Err.   z    P>|z|

scale | 0.4581199  0.1026658  -3.48  0.000
olout2| 220.9147  71.62218  16.65  0.000 

_cons|0.4530453  0.1803819  -1.99  0.047 
このロジスティック回帰式（12）では、同様にolout3のオッズ比を検討したロジスティック回帰式(9)に比べてMacFaddenの疑似的決定係数が0.0071から0.54に上昇している。通常の回帰式の場合の決定係数とは異なる概念ではあるが、説明力が上がったと解釈できる。
第7の注目すべき分析結果はscaleのオッズ比が1以下であることである。すなわち企業規模は負の効果しかない。しかしolout2の履歴効果が約220と驚異的に大であったために、回帰式(7)で企業規模は正の効果があるように錯覚されたのであろう。なおolout１の効果は発見できなかった。
Logistic Regression (13)
webrec3, scale webrec2
Number of obs=999

LR chi2(2)=425.84
Prob > chi2 =0.0000

Log likelihood = -295.45707
Pseudo R2 =0.4188
webrec3 | Odds Ratio  Std. Err.  z   P>|z|

scale | 0.5151481  0.1154831  -2.96  0.003
webrec2| 88.90343  25.49184  15.65  0.000 

_cons|0.2691877  0.1084815  -3.26  0.001
このロジスティック回帰式（13）では、同様にwebrec3,のオッズ比を検討したロジスティック回帰式(12)に比べてMacFaddenの疑似的決定係数が0.0248から0.4188に上昇している。前回の回帰分析と同じく、説明力が上がったと解釈できるであろう。
第8の注目すべき分析結果はscaleのオッズ比が1以下であることである。すなわち企業規模は負の効果しかない。しかし前期の履歴効果が約88と相当に大であったために回帰式(10)で企業規模は正の効果があるように錯覚されたのであろう。なおwebrec１の効果は発見できなかった。
３．結論と今後の検討課題
以上、４種類のICT導入指標に対してロジスティック回帰分析を実施して、第1から第8までの注目すべき結果を得た。これらを相互に勘案すると「少なくとも大阪府内の企業は、企業規模の大小を問わず、今回の感染症がICTに及ぼす効果が永続的ではないと考えている」と言わざるを得ない。なぜならば、オッズ比で示された回帰係数の時間的変化があまりにも極端に上下に変動しているからである。しかも、過去のICT導入の履歴効果を分析に追加すれば、企業規模とICT導入確率の正負の相関関係が逆転して、大企業ほど今後のICT導入に対して躊躇する傾向もいくつかのICT導入指標において見られた。
これに反して、中央省庁と中央経済団体では内閣府（2020）や経済同友会デジタルエコノミー委員会（2020）に代表されるように、緊急事態宣言が解除された後、次世代DX（Digital Transformation）の必要性が高まると主張する分析が引きも切らない。
しかしながら、Schaede（2020）で述べられているように、日本におけるデジタルエコノミーの進展は劇的な制度と慣習の変更をもたらす。大阪府内企業経営者の大多数がそのような制度と慣習の変革に消極的な傾向が今回の分析で明らかになったのではないだろうか
。
例えば、Schaede（2020）で提言されているフリーアドレスの事務室、全社員の緻密な位置情報をもたらすソフトウェアの導入、業績評価を投下労働時間ではなく成果によって行うなどの斬新な経営戦略は、大阪府内の企業経営者に大きな心理的負担をもたらすであろう。
したがって、本稿で検討したような各種のICT指標の動向を今後も継続的に公的組織が調査する場合には、「当該ICT導入によって予想される経営戦略の変更」を追記して、実施することが望ましい。
さらに言えば、大阪府のマクロ経済モデルを構築する上で「全ての企業が非合理的に予想している」と数学的に仮定することは均衡値を多数算出する結果をもたらし、経済モデル構築の意義が消滅する。したがって今回の調査結果は「大阪府内企業の将来への期待は合理的である」と解釈すべきである。
今後は、企業規模別の疑似個票データに企業の財務状況を割り当てれば、パネルデータ分析を行うことが可能になる。また、本稿が参照した大阪府内企業調査の個票データを活用することにより、エビデンスに基づく地域政策が導出される。
さらに、原個票データのなかでICT導入情報と回答企業本社位置情報を関連付けたエージェント・モデルを設計し、相互依存関係に何らかの仮定を置いて、マルチエージェントシミュレーションを実行すれば、大阪経済の将来についてのシナリオを提示することができる
。
最後に、原個票データを本稿の設定した4期間に渡ってICT導入を全く実行しなかった企業群と少なくとも一つのICT導入をおこなった企業群の2群に分割して、統計分析を実施することによって、伊藤（2017）に解説されているランダム化比較試験（RCT: Randomized Controlled Trial）が可能となるであろう
。
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� 今回の新型コロナウイルス感染症蔓延に際してICT導入増加率の低減が特に顕著である「機器等の遠隔操作によるサービス」と「生産等の遠隔操作・自動化」は、ネットワーク回線の増強、周辺機器の増強、セキュリティ投資、遠隔操作対応型サービス提供機器投資、遠隔操作対応型生産設備投資を事前に必要とする。


� Schaede（2020）pp.27-34を参照せよ。


� 政府の専門家会議の提言（2020年5月1日）URL


https://www3.nhk.or.jp/news/special/coronavirus/view/detail/


� 平均値と標準偏差に関して、回答企業原データと疑似個票データの間の乖離が大きいICT指標（時期別）は、オンラインでの社内会議（コロナ禍以前）、オンラインでの営業活動（コロナ禍最中）であった。なお、すべてのICT指標（時期別）に関する質問に対して完全に回答している企業は、全回答企業3,057社中、2,462社であった。回答欠損値はランダムに発生しており規則性は見出し得なかった。


� 筒井、他（2011）pp.138-139を参照せよ。


� 北村（2009）p.102を参照せよ。


� 北村（2009）pp.105-106を参照せよ。オッズ比は3.66であるので、これから1を引けば2.66、すなわちプラス266パーセントの相対的変化である。


� Acock(2014), Ch11の疑似決定係数の説明を参照。


� 大久保（2020）は、2020年4月と同年6月に独自の就業者実態調査を実施した。本稿の時点1と時点2のデータと時間的特徴が同一である。それによれば就業者のテレワーク利用率と雇用者所得の間には明白な正の相関関係が観察される。もし雇用者所得と雇用主の企業規模の間に正の相関があることを仮定すれば、この観察結果は本稿のロジスティック回帰式（4）と整合的である。（大久保（2020）p.6、図表9を参照）


� コロナ危機に際して、電子商取引市場における消費者行動に「履歴効果」を導入した試算としては、内閣府（2020）p.185の重回帰式を参照されたい。本稿では企業行動に「履歴効果」を導入している。


� 最先端の情報通信技術に対して日本企業が導入を躊躇する動機を企業アンケート調査と公開財務諸表を駆使して数学的・統計学的に分析した研究にUkai(2013)および鵜飼（2015）がある。


� 妥当な行動仮説としてすべてのエージェントを先導者と追随者に2分割するシミュレータを用いる手法がある。この手法は服飾品市場における消費者行動のシミュレーションにしばしば用いられる。本稿のような企業行動のビッグデータ分析にも活用可能である。


� 基本的な考え方として、今回の新型コロナ感染症はすべての企業に予想不可能な突発的現象であったので、自然実験を行ったことに等しいと解釈する。しかし現実には8種のICTをいくつも組み合わせなければならないので、介入群と対照群の分割は複雑になる。
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